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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【策定の経緯】

* ヒアリング対象企業１４社の内訳（実施日：5/17～7/7）
国内ＩＴ企業 ：富士通、日立製作所、日本電気、ＮＴＴデータ、ＮＴＴコムウェア
外資系ＩＴ企業：日本ＩＢＭ、日本マイクロソフト、日本オラクル、アクセンチュア、セールスフォース・ジャパン、シスコ・システムズ
国内通信企業：ＮＴＴコミュニケーション、ＫＤＤＩ、ソフトバンクモバイル

要約版

政調会ＩＴ戦略特別委員にて
・１４社からヒアリング*

・委員会、政調会にて検討

東日本大震災
福島第一原発事敀

新たな国家戦略
の必要性

２０１１年７月
震災・原発事敀後の新たな国家ＩＣＴ戦略として

自民党 新ＩＣＴ戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン

～復興、そして成長へ」

復旧・復興と
その後の経済成長

平成２３年度補正予算、
平成２４年度予算、
とその後の政策への
反映を目指す

２０１０年６月
新たな国家ＩＣＴ戦略として

自民党 新ＩＣＴ戦略「デジタル・ニッポン」を提唱・公開
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【目的と基本的戦略】

【大前提として】

３１１以降、全ての政策パラダイムは変わった。未曽有の災害を教訓とし、将来に希望の持てる新たな日本を築き上げるこ
とは、犠牲者の方々に対する我々の責務である。

【目的】

国家ＩＣＴ戦略として、ＩＣＴの観点から被災地の復旧・復興と被災者への支援を喫緊の課題として取り組むとともに、東日
本大震災と福島第一原発事敀を教訓とした超広域災害への備えを固め、さらに、これらのＩＣＴによる新たな復興・防災の
仕組みを経済成長への出発点とする。同時に、従来からの課題である、社会問題解決による国民生活の向上、経済成長
と雇用創出、官の国民サービス向上に寄不する。

【基本戦略】
1. 当面の復旧・復興への貢献を最優先とする（その際、特区を積極的に活用する）
2. 復旧・復興で築いたＩＣＴ基盤を成長基盤とする
3. 官の政策及び投資を呼び水として積極的に民間活力（ノウハウ、資金）を活用する

① 官のＩＣＴ資産をクラウド技術を活用して「所有」から「利用」に切り替える事で民間需要を盛り上げる
② 官のＩＣＴ資産及び関連業務を地域に分散し、地域経済を盛り上げる
③ 分散化に伴うデータセンター等の構築にはＰＦＩ方式活用等で民間活力を積極的に活用する
④ 医療、通信等の分野で規制緩和を行い、民間での新たなビジネスモデル構築を促す

要約版
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たな目的と基本的戦略】

1.被災者の命と生活

2. 地域と
広域の絆に
よる広域災害
への備え

3. 復興、
そして成長へ

被災者の命と生活を守るための
「被災者支援システムの緊急構築」

【新たなテーマ】 ①医療関連：被災者救急医療、仮設健康ステーション
②教育関連：教育現場支援と児童の心のケア
③行政関連：被災者行政支援、復興ポータル、ワンストップ住民窓口

「超広域災害に耐えうる社会基盤構築」
による地域と広域の絆の再生

【新たなテーマ】
①行政基盤
・自治体クラウドの広域化
・広域統合防災システム
・政府システムのリロケーション（再配置）
・重要インフラ防護センター（庁）
・生体認証基盤
・事業継続計画（ＢＣＰ）基盤
・国民共通番号実現方式の国民視点での見直し
②通信基盤
・基幹通信網強化
・災害時緊急通信網強化
・海外通信網強化（海底ケーブル増設）
③医療基盤
・ＥＨＲ基幹データベース被災地連携
・災害時医療支援システム

「復興基盤の成長基盤化」
による経済成長

【新たなテーマ】
①災害拠点スマートシティ
・最先端環境都市＋災害拠点都市
②クリーンエネルギー利用振興
・クリーンエネポイント
・電気自動車やクリーンエネ設備振興

【継続テーマ】
１.社会問題解決型スマート・ニッポン戦略
２.ニッポン３・４・５戦略（デジタル投資３倍、 経済成長４％、 新規雇用５百万人）
３.デジタル政府ニッポン戦略

要約版

優先度：喫緊に実施すべき政策

優先度：早急にスタートすべき政策優先度：中期計画としてスタートすべき政策
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自民党 新ICT戦略 「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

１．「被災者の命と生活」を守る「被災者支援システムの緊急構築」
①医療関連

緊急時に命を守る 避難所・仮設住宅での健康を守る

被災者救急医療

「被災者救急医療システム」

避難所、仮設住宅群の現場から、病院の医師に患者情報を伝達し共有
することにより、疾患の兆候察知や迅速な処理を支援。

【効果】
避難所・仮設住宅での災害関連死の低下
【ポイント】
国内実績の被災地緊急展開
【平常時】
地域の救急医療基盤としてそのまま活用
【予算規模】
補正 １２億円、来年度 ２４億円

避難所・仮設住宅

仮設健康ステーション

遠隔地より
健康支援

避難所、仮設住宅群に「仮設健康ステーション」を設置し、被災者
の健康を遠隔より支援する仕組み。

【効果】
避難所・仮設住宅での健康維持・増進
（新規雇用創出、医療費提言）
【ポイント】
国内実績の被災地緊急展開
【平常時】
地域コミュニティとしてそのまま活用
【予算規模】
補正 ８億円、来年度 ５０億円

「仮設健康ステーション」

要約版
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自民党 新ICT戦略 「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

１．「被災者の命と生活」を守る「被災者支援システムの緊急構築」
②教育関連 ③行政関連

被災地の教育現場を守る 離散した被災者も含めて生活を守る

「被災者行政支援システム」

【被災者行政支援システム】
避難所、仮設住宅群の被災者と国内各地に離散している被災者への
行政支援を強化するための統一システムを緊急に構築し、被災者の生
活を守る。（「詳細版」参照）

【効果】
・離散した被災者も含めた行政支援の迅速化
【ポイント】
・既存システムの緊急統合
【平常時】
東海・東南海等今後の災害時への備え
【予算規模】
・被災者行政支援 補正１５億円、来年度３０億円

要約版

「教育現場復興と児童の心のケア」

被災した教育現場で膨大な校務負担に苦しむ教員の負荷を、教育クラ
ウドによって軽減し、児童と向き合う時間を増やす。同時に、教員とスク
ールカウンセラーが遠隔地の専門家グループの支援を得て児童の心の
ケアを充実させる手段を提供する。

【効果】
・被災地教員の校務負荷軽減
・児童の心のケアの推進
【ポイント】
・国内類似事例の緊急展開
【平常時】
・そのまま活用
【予算規模】
・補正２．７億円、来年度４．３億円
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自民党 新ICT戦略 「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

１．「被災者の命と生活」を守る「被災者支援システムの緊急構築」
③行政関連

離散した被災者も含めて生活を守る

「ワンストップ住民窓口（日本版“３１１”）」

オープンガバメントの一環として、早期の復興を支援するシステムとして
の復興ポータルサイトを構築し、復興事業担当機関（復興庁などを想定）
が復興関連情報を一元的に管理して公開する。（「詳細版」参照）

【効果】
・復興事業の効率化、国民への開示
【ポイント】
・海外復興事例の国内展開
【平常時】
東海・東南海等今後の災害時への備え
【予算規模】
・復興ポータル 補正３億円、来年度３億円

要約版

離散した被災者も含めて生活を守る

「復興ポータルサイト」

オープンガバメントの一環としての復興ポータルサイト

住民の多様な要望に対して、役所がたらい回しにすることなく、コールセン
ターのコンジェルジュがあらゆる要件に平均３分以内に答える。平時は住民
サービス向上に貢献し、災害時は各機関と連動して被災者支援に貢献す
る。

【効果】
・たらい回し回避
【ポイント】
・米国ダイアル３１１、札幌市類似事例
【平常時】
東海・東南海等今後の災害時への備え
【予算規模】
・復興ポータル 補正０．６億円、来年度１．５億円
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自民党 新ICT戦略 「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

２．地域と広域の絆による広域災害への備え
～超広域災害に耐えうる社会基盤構築による地域と広域の絆の再生～

①行政基盤

キーワード：インフラ防護

「重要インフラ防護センター（庁）」

ユーラシアプレート

太平洋プレート

フィリピン海プレート

北米プレート

：プレートを意識した環境配慮型分散データセンター

広域自治体クラウド

政府システムの
ＩＴリロケーション

広域統合防災
システム

事業継続計画基盤

災害、事敀、テロ等の事象から重要な社会インフラを守るための制度・
体制及び情報システムの構築。この仕組みの中では重要インフラ相互
における分野横断的な情報共有と分析・対処が可能となる。将来的に
は米国の国土安全保障省（ＤＨＳ）のような分野横断組織とする。

キーワード：広域と分散
ⅰ広域自治体クラウド
ⅱ広域統合防災システム
ⅲ政府ＩＴリロケーション
ⅳ事業継続基盤

【効果】
行政の災害対策強化、効率化、雇用創出
【ポイント】
推進中のクラウド導入を広域で加速化
【予算規模】
補正 ３億円、来年度 ７７３億円

【効果】
国民生活と行政インフラの防護
【ポイント】
米国で実績あり
【予算規模】
補正 ０．５億円、来年度 １０億円

要約版
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自民党 新ICT戦略 「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

２．地域と広域の絆による広域災害への備え
～超広域災害に耐えうる社会基盤構築による地域と広域の絆の再生～

①行政基盤

キーワード：本人確認

「生体認証基盤」

物理的な存在としての個人を認証する仕組みを社会基盤化する。平常
時には「なりすまし」を防止し、災害時には身元確認の手段となる。但し
、プライバシー問題もあるので、任意の登録が望ましい。生体情報とし
ては指紋、顔、静脈などがあるが、医療分野やご遺体の確認を考える
とＤＮＡ登録も視野にいれるべき。

【効果】
「なりすまし」防止、災害時本人確認、民間活用
【ポイント】
各国で実績、国内は外国人と犯罪者のみ
【予算規模】
補正 ５０億円、来年度 ３６０億円

要約版

キーワード：国民共通番号

「実現方式の国民視点での再考」
国民共通番号制度の導入に際して、その実現方式を徹底した国民視点を
導入して見直す。共通番号を国・自治体などの機関が利用し連携する際
に、過度なコストで複雑すぎる実現方式でなく、国民が理解しやすく、
また連携を国民に隠さない方式に見直す。審査のための第三者機関は天
下りの無い公正な機関とし、審査などの業務を民間開放する事で、官僚
組織の関不を極力排除する。

【来年度予算に入れるべき項目】
・国民視点の実現方式検討 １億円
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 ２．超広域災害に耐えうる社会基盤構築：通信基盤

全国的に通信網を強化する。特に被災者が身近に持ち既に社会インフラ化している携帯電話網の途絶を最小
化する。また、千葉県に集中する海外との基幹海底ケーブルを他の地域に増設し海外との通信網確保を図る。
その際、東北を増設候補地とし、大容量の基幹通信網が必要となるデータセンターなどの地域産業化をはかる。
同時に災害対策として必要な規制緩和を行う。

【来年度予算へ入れるべき項目】
・調査研究 １億円（前提．あるべき姿の検討）

～通信インフラの基盤強化と災害時即応能力強化～

【規制緩和など法的支援の対象】
①９００ＭＨｚ帯周波数の利用

電波到達距離が長く被災地の通信確保に
有効なため、早期の割り当てと利用開始
②災害時の携帯電話事業者間ローミング

被災地において、どれかひとつの事業者で
通話可能であれば他の事業者とローミングし
て連絡手段を確保できる
③移動タイプ衛星電話の通常時利用

災害などの緊急時に移動タイプの衛星電話
を利用し、通信手段を確保する。

要約版
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自民党 新ICT戦略 「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

２．地域と広域の絆による広域災害への備え
～超広域災害に耐えうる社会基盤構築による地域と広域の絆の再生～

③医療基盤

ベンダー毎に異なる電子カルテを世界標準であるＥＨＲフォーマットの基幹
データベースに連携させる。基幹データベースとしてのＥＨＲを中央に構築
し、既存の電子カルテと連携させる事で既存システムの負担を下げる。

EHR:Electronic Health Record、電子健康情報

平常時：ＥＨＲ医療基盤

【効果】
医療サービスの向上、効率化
災害時の医療継続の基盤となる
【ポイント】
海外事例あり、国内でも一部で実績
【予算規模】
補正 ５０億円、来年度 ２２０億円

医療機関

②災害時緊急医療システム

•避難所でも患者情報を参照

薬が足りない

避難所

災害時：災害時医療支援システム

•共通基幹DBを利用して診療を継続
•別の病院でも同じ基本情報で継続

①医療持続システム

③災害時薬剤等支援システム

•被災地の丌足薬剤等が一元表
示され、被災者が必要な薬を速
やかに受け取ることが出来る

④災害時医師派遣
システム

•どの病院／診療所
に医師を派遣すれ
ば良いかマッチング
することで、医療難
民がなくなる

⑤災害時身元確認システム

•災害時に保持品や身体的な特徴では身
元が丌明の御遺体の身元を早急に確認
しご遺族にお返しする

基幹データベースとしてのＥＨＲを中央に構築し、既存の電子カルテと連
携させる事により災害時の医療を持続させる。地図情報を活用して被災
地への医師／薬剤等を速やかに配置する。

【効果】
災害時の医療継続、医師薬剤等配置
【ポイント】
ＥＨＲ医療基盤がベース
【予算規模】
補正 ８８億円、来年度 ３１０億円

要約版
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自民党 新ICT戦略 「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

３．復興そして成長へ
～「復興基盤の成長基盤化」による経済成長～

災害拠点スマートシティ クリーンエネルギー利用振興

広域統合防災システム
広域自治体クラウド
政府ＩＴリロケーション

これまで進めてきたスマートシティの取り組みを災害拠点都市としての要素
も組み入れて実現し、地域経済の成長基盤とする。災害拠点都市として
のスマートシティは環境配慮である事はもちろん、広域統合防災システム（
前掲）、広域自治体クラウド（前掲）を完備した拠点となる。

クリーンエネルギーとその関連産業を振興するため、クリーンエネルギーの利
用に関して「クリーンエネルギーポイント（エコポイントに近いイメージ）」制度を
導入する。特に電気自動車等今後の経済効果の大きいものを対象とする。

【効果】
都市建設による経済効果
環境都市としの環境効果
防災拠点としての防災効果
【ポイント】
これまでの政策の総結集
【予算規模】
補正 ０．５億円、来年度 ６００億円

【効果】
クリーンエネルギー産業振興
環境悪化防止効果
【ポイント】
エコポイントの成功体験
【予算規模】
補正 １億円、来年度 ５億円（システム構築のみ、その他政策経費が必要）

要約版

サーバーの仮想化
による統合、省エネ
ＩＣＴ機器への買換
えも対象
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自民党 新ICT戦略 「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

３．復興そして成長へ
～「復興基盤の成長基盤化」による経済成長～

要約版

【来年度予算へ入れるべき項目】
・日本ＤＣネットワーク構想検討 １億円

日本は治安の良さ、セキュリティの法制度、高速で安定した通信網の存在など世界トップレベルの技術やノウハウがある。これら
の利点を活かして、国策として環境配慮型分散データセンターを推進し、ＩＴリロケーションをきっかけに世界の情報資産を集め
て産業化する。

日本ＤＣネットワーク
～ＩＴリロケーションを産業化し、世界の情報流通ハブを目指す～

ユーラシアプレート

太平洋プレート
フィリピン海プレート

北米プレート

プレートや電力事情を意識した
環境配慮型分散データセンター群

地域経済貢献
・データセンター事業
・行政業務アウトソース

世界の情報流通ハブ
・世界の情報資産誘致

日本ＤＣネットワーク
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

新たなテーマの予算要求項目のまとめ

要約版

喫緊に実施すべき政策
1. 被災者の命と生活
被災者の命と生活を守るための
「被災者支援システムの緊急構築」

早急にスタートすべき政策

2. 地域と広域の絆による広域災害への備え
「超広域災害に耐えうる社会基盤構築」
による地域と広域の絆の再生

中期計画としてスタートすべき政策

3. 復興、そして成長へ
「復興基盤の成長基盤化」による経済成長

４１．３億円 １１２．８億円

１４４．５億円 １４５５．４億円

１．５億円 ６０６．０億円

１８７．３億円 ２１７４．２億円合計

本年度補正予算 来年度本予算
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】１．被災者支援システムの緊急構築（１）：被災者救急医療

避難所、仮設住宅群の現場から、病院の医師に患者情報を伝達し共有することにより、疾患の兆候察知や迅速な処理を支援。
国内では既に複数の実績があるが、これを被災地に集中導入する事により、被災者の命を守る。

～避難所、仮設住宅群、被災地在住者に対して、早く適切な診断と治療をするための被災者救急医療～

【本年度補正予算へ入れるべき項目】
・被災者救急医療緊急導入 １２億円（前提．避難所２００箇所、救急車５０台、病院２０箇所）
【来年度予算へ入れるべき項目】
・被災者救急医療本栺導入 ２４億円（前提．避難所４００箇所、救急車１００台、病院４０箇所）

詳細版

【民間活力・雇用】
 避難所で各人の健康状態を見回る健康コンシェル
ジュなど新規職種の創造と雇用

 システム構築には被災地企業を優先採用
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】１．被災者支援システムの緊急構築（２）：仮設健康ステーション

【本年度補正予算へ入れるべき項目】
・「仮設健康ステーション」実証 ８億円（前提．岩手・福島・宮城県などで６千名参加）
【来年度予算へ入れるべき項目】
・「仮設健康ステーション」本栺導入 ５０億円（前提．東北地方で５万人参加）

【課題：仮説住宅入居者の健康悪化】
 地域社会の分断、長期避難生活
 心的ｽﾄﾚｽ（PTSD､ｻﾊﾞｲﾊﾞｰｽﾞｷﾞﾙﾄ）
 孤立、引きこもり、孤独死

情報システムによる遠隔健康支援

【特徴】
 個別処方なので、高齢でも、障害があっても実行可能
 コミュニティ形成が促進
 居住者が外に出る機会を促進させることが可能
 医療専門家の指導が受けられ継続が可能、同時に、課題を持つ住民
を早期に発見可能

【想定される効果】
１．住民の健康回復

• 体力向上による、免疫力向上、慢性疾患等の予防
• ヘルスリテラシーの向上とメンタルヘルスへの波及
• 運動と食事のライフスタイルコントロール

２．住民の疾病予防と丌安の払拭
• 血圧などの継続監視による予防医療
• 遠隔対話による医師からの直接指示

３．住民の医療費の低減
• 約25%の医療費削減実績あり（見附市）

４．住民のコミュニティ形成
• 健康教室参加者間のコミュニティ形成、

５．雇用の創出
• 運営に被災者の優先雇用
• 健康コンシェルジュなど新規職種の創造と雇用

【必要な規制緩和等】
・特区として診療行為に対するＩＣＴ機器適応の撤廃
・医療点数の算定、ＩＣＴ機器の導入を促す点数見直し

避難所、仮設住宅群に「仮設健康ステーション」を設置し、被災者の健康を遠隔より支援するシステム。これにより新規雇用創出や
医療費低減の副次的効果がある。既に中越沖地震以降に産官学共同での実績があり、それを東北に緊急展開。

～避難所、仮設住宅群、被災地在住者の健康維持をしながら雇用創出と医療費低減～

【実績としてのコンソーシアム】
産：ＮＴＴ東、オムロン等
官：Smart Wellness City研究会
学：筑波大学付属病院、つくばウェルネスリサーチ

詳細版

【民間活力・雇用】
 点数見直しなどの規制緩和により、遠隔診断の新たなビジネスモデル
を形成可能にし、民間参入を促す

 システム構築には被災地企業を優先採用
 運営に被災者の雇用を優先
 健康コンシェルジュなど新規職種の創造と雇用
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】１．被災者支援システムの緊急構築（４）：
教育現場復興と児童の心のケア

【本年度補正予算へ入れるべき項目】
・校務支援 １．４億円、 心のケア １．３億円 （前提．東北の１件で実証的導入）
【来年度予算へ入れるべき項目】
・校務支援 ２億円、 心のケア ２．３億円 （前提．東北地域への展開）

被災した教育現場で膨大な校務負担に苦しむ教員の負荷を、教育クラウドによって軽減し、児童と向き合う時間を増やす。同時に
、教員とスクールカウンセラーが遠隔地の専門家グループの支援を得て児童の心のケアを充実させる手段を提供する。既に類似の
国内事例はあり、また平時にもそのまま活用できる。

～教育クラウドによる教育現場の復興と児童の心のケアの推進～

詳細版

スクールカウンセラー：

1次補正で1,300人派遣予定（13億円）

【民間活力・雇用】
 教育クラウドを新たなビジネスモデルとして形成
可能にし、民間参入を促す

 システム構築には被災地企業を優先採用
 運営に被災者の雇用を優先
 カウンセラーの増員・雇用
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 １．被災者支援システムの緊急構築（３）：被災者行政支援システム

生体認証の採用検討

【本年度補正予算へ入れるべき項目】
・被災者行政支援システム（緊急版） １５億円（前提．東北地方での実証的構築運営）
【来年度予算へ入れるべき項目】
・被災者行政支援システム（全国版） ３０億円（前提．全国で汎用的に使えるシステムの構築）

避難所、仮設住宅群の被災者と国内各地に離散している被災者への行政支援を強化するための統一システムを緊急に構
築し、被災者の生活を守る

詳細版

【民間活力・雇用】
 行政支援業務の民間開放による行政負荷軽減と
新事業創造

 行政支援業務に必要な新たな職種の創造と雇用
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 １．被災者支援システムの緊急構築（２）：被災者行政支援システム

避難所、仮設住宅群の被災者と国内各地に離散している被災者への行政支援を強化するための統一システムを緊急に構
築し、被災者の生活を守る

①被災地の復旧・復興に役立つ、東北緊急実証モデルを提供
⇒岩手県内の沿岸市町村での被災者台帱作成をモデルとした岩手県全域モデル
あるいは、岩手県・宮城県・福島県の３県を対象とする
⇒サービス提供形態は簡易型クラウドサービスとし、データセンターは被災地に設置
⇒地場雇用も含めた地域拠点による運用サポートを実施
⇒ネットワークはLG-WAN等の利用を考慮

②被災者を同定する（被災者による申請）
⇒全国どこに避難していても「被災者」として連絡先を把握する

・被災者に安全・安心を不えることができる
・被災者の全体像を把握することができる
・被災者のニーズを把握するための基礎資料とすることができる

青森

秋田 岩手

山形 宮城

福島

被害大の地域
＝復旧・復興が最優先

被災地を抱える県、市町村
＝被災者生活再建支援が急務

被災地外の地域・全国

被災地以外の地域
＝新たな仕組みを導入

【二次補正予算へ入れるべき項目】
・被災者行政支援システム（緊急版） １５億円（前提．東北地方での実証的構築運営）

①東海、東南海地震等を見据えた全国汎用システムを構築
⇒東北緊急実証モデルの結果を踏まえ、全国規模で標準化された「被災者台帱」に基づく公平公正
な被災者支援を実現

⇒広域災害時のＤＲ*ニーズ、電力規制によるＢＣＰニーズの高まりを受け、東京及び西日本にデータセンター
を設置するＤＲ型クラウドサービスとする
⇒集中型コールセンター等による運用サポートを実施
⇒ネットワークはＮＧＮ、LG-WAN等のセキュアなネットワークを構成

【来年度予算へ入れるべき項目】
・被災者行政支援システム（全国版） ３０億円（前提．全国で汎用的に使えるシステムの構築）

*DR=Disaster Recovery

詳細版
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 １．被災者支援システムの緊急構築（３）：復興ポータルサイト

オープンガバメントの一環として、早期の復興を支援するシステムとしての復興ポータルサイトを構築し、復興事業担当
機関（復興庁などを想定）が復興関連情報を一元的に管理して公開する。府省庁内でのデータ形式を標準化し情報共
有を容易にする。（米国「recovery.gov」の例あり）

【本年度補正予算へ入れるべき項目】
・復興ポータルサイト（緊急版） ３億円（前提．東北地方での実証的構築運営）
【来年度予算へ入れるべき項目】
・復興ポータルサイト（全国版） ３億円（前提．全国で汎用的に使えるシステムの構築）

（前掲）被災者支援システムと同等 オープンガバメントの一環としての復興ポータルサイト

詳細版
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 １．被災者支援システムの緊急構築（４）：
ワンストップ住民窓口（日本版“３１１”）

米国主要都市で実施されているワンストップ住民窓口（ダイアル３１１）の日本版で、国内でも札幌市などで類似事例
がある。住民の多様な要望に対して、役所がたらい回しにすることなく、コールセンターのコンジェルジュがあらゆる要
件に平均３分以内に答える。平時は住民サービス向上に貢献し、災害時は各機関と連動して被災者支援に貢献する
。

【本年度補正予算へ入れるべき項目】
・導入のための設計 ０．６億円（前提．宮城県、岩手県、福島県）
【来年度予算へ入れるべき項目】
・導入 １．５億円（前提．宮城県、岩手県、福島県）

詳細版

【民間活力・雇用】
 行政コールセンターへの民間活力投入
 コシェルジュ等新たな職種の創造と雇用
 システム構築への被災地企業優先採用
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 ２．超広域災害に耐えうる社会基盤構築：行政基盤①

現時点での自治体クラウド
実証事業 広域自治体クラウド

広域化

国民の利便性を高め、かつ災害に強い行政情報システムの基盤として現在進行中の自治体クラウドの取り組
みをこれまでの点と線の展開から、広域の面として展開。 これにより津波で役場毎被災した場合でも、主要
業務が継続可能な基盤を整え、超広域災害に備える。環境配慮型データセンターを分散配置し、その構築に
はＰＦＩ方式等で民間ノウハウと資金を活用する。

【本年度補正予算へ入れるべき項目】
・広域自治体クラウド連携（共通ＡＰＩ、ＸＭＬ等）設計 ３億円
【来年度予算へ入れるべき項目】
・広域自治体クラウド連携（共通ＡＰＩ、ＸＭＬ等）開発 １５億円
・東北地方での広域自治体クラウド １００億円（前提．被災自治体中心）
・東海東南海地域展開 ２００億円（前提．東海／東南海／南海地方への展開）

点と線から 面への展開

・コスト削減

・災害時の行政業務継続

・テスクトップ（ＰＣ上アプリ）もクラウド化で
情報保護とコスト削減

ＡＰＩ：共通プログラミングインターフェイス
XML: Extensible Mark up Language、文書やデータの意味や構造を記述するためのマークアップ言語の一つ。

～災害に強く、行政コストを低減する広域自治体クラウド～

詳細版

【民間活力・雇用】
 官のＩＣＴ資産を所有から利用に代え、民間開放
 システム構築には現地企業を優先採用
 データセンター構築へのＰＦＩ方式採用
（広域防災統合システム、ＩＴリロケーションと連携）

 運営に現地の雇用を優先
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「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 ２．超広域災害に耐えうる社会基盤構築：行政基盤②

広
域
自
治
体
ク
ラ
ウ
ド

広域自治体クラウドから
広域統合防災システムへ

広域災害対応の
インテリジェントオペレーションセンター（ＩＯＣ）

【本年度補正予算へ入れるべき項目】
・被災自治体へのＩＯＣ試験導入 １．５億円（前提．１０自治体）
・広域統合防災システムの調査研究 ０．５億円（前提．あるべき姿）
【来年度予算へ入れるべき項目】
・東北地域での実証事業 １００億円（前提．被災地を含む東北地域）
・東海東南海地域での実証事業 １００億円（前提．東海／東南海／南海地方への展開）

これまで自治体単位で構築されてきた総合防災情報システムを広域で連携・統合し、広域統合防災システムとし
て構築する。これにより、超広域災害に備える。広域統合防災システムの指揮命令機能を支援するためのオペレ
ーションセンターには情報を一元管理できるインテリジェントオペレーションセンターを設ける。複数自治体間で相
互に補完可能な体制（新たな姉妹都市）を構築する。

～超広域災害に備えた広域統合防災システム～

詳細版

【民間活力・雇用】
 官のＩＣＴ資産を所有から利用に代え、民間開放
 システム構築には現地企業を優先採用
 データセンター構築へのＰＦＩ方式採用
（広域自治体クラウド、ＩＴリロケーションとの連携）

 運営に現地の雇用を優先
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 ２．超広域災害に耐えうる社会基盤構築：行政基盤③

（前掲）広域自治体クラウド、広域統合防災システム

ユーラシアプレート

太平洋プレート
フィリピン海プレート

北米プレート
プレートを意識した
環境配慮型

分散データセンター

現在はほとんど
関東圏集中

現時点での主要な
政府情報システムの所在

ＩＴリロケーション

現在、ほとんど関東圏に集中している政府情報システムを、日本を取り囲むプレートの配置を意識して分散配
置する（ＩＴリロケーション）。そのために複数個所の環境配慮型データセンターを分散配置する。データセンター
には、広域自治体クラウドも栺納する。単に情報システムを分散するだけでなく、なるべく多くの行政業務を分
散先にアウトソースする事でデータセンター事業とともに地域経済へ貢献する。データセンターの構築の際はＰ
ＦＩ方式による民間ノウハウ・資金の活用を検討する。但し、巨大なデータセンターには大容量の基幹通信回線
が必要であり、通信回線網強化策と連動させる。

【本年度補正予算へ入れるべき項目】
・ＩＴリロケーション調査研究 １億円（前提．政府情報システムと業務アウトソースのあるべき姿）
【来年度予算へ入れるべき項目】
・東北地域環境配慮型分散データセンター １００億円（前提．センター構築、再来年度以降は、風力発電機増設など電源系２１０億円）
・中部地域環境配慮型分散データセンター １５０億円（前提．東海東南海地震への配慮）
【再来年度以降】
・四国地域環境配慮型分散データセンター ２５０億円（前提．内２００億円は通信・電力系統強化）

地域経済貢献
・データセンター事業
・行政業務アウトソース

データセンター構築
・ＰＦＩ方式採用検討

～首都圏災害に備え、行政コストを低減し、地域経済に貢献するＩＴリロケーション～

詳細版

【民間活力・雇用】
 官のＩＣＴ資産を所有から利用に
代え、民間開放

 システム構築には現地企業を優
先採用

 データセンター構築へのＰＦＩ方式
採用
（広域自治体クラウド、
広域防災システムと連携）

 運営に現地の雇用を優先



24

自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 ２．超広域災害に耐えうる社会基盤構築：行政基盤④

重要な社会インフラを守る「重要インフラ防護センター（庁）」

【本年度補正予算へ入れるべき項目】
・調査研究 ０．５億円（前提．米国ＤＨＳ等を参考に日本でのあるべき姿）
【来年度予算へ入れるべき項目】
・実証事業 １０億円（前提．一部官庁向け中核システム構築）

災害、事敀、テロ等の事象から重要な社会インフラを守るための制度・体制及び情報システムの構築。この仕組
みの中では重要インフラ相互における分野横断的な情報共有と分析・対処が可能となる。将来的には米国の国
土安全保障省（ＤＨＳ）のような分野横断組織とする。

～社会インフラを災害から守り、緊急時に即応できる重要インフラ防護センター～

詳細版

【民間活力・雇用】
 電気、ガス等民間インフラ企業と連携
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 ２．超広域災害に耐えうる社会基盤構築：行政基盤⑤

【本年度補正予算へ入れるべき項目】
・東北地方展開 ５０億円（前提．２５万人）
【来年度予算へ入れるべき項目】
・東海／東南海／南海地方展開 ３６０億円（前提．１３００万人）

ＤＮＡ登録
も視野に

国民の行政上の存在を認識するための国民共通番号と並行して、物理的な存在としての個人を認証する仕
組みを社会基盤化する。これにより、「なりすまし」が防止でき官民双方で利便性と安全性が向上する。災害
時には身元確認の手段ともなり、津波で全て流された被災者が身元確認できないために銀行預金を引き出
せなくなるような事態を防げる。また、ご遺体の確認にも役立つ。但し、プライバシー問題もあるので、任意の
登録が望ましい。生体情報としては指紋、顔、静脈などがあるが、医療分野やご遺体の確認を考えるとＤＮＡ
登録も視野にいれるべき。

～「なりすまし」を排除し災害時に貢献する生体認証基盤～

詳細版

【民間活力・雇用】
 金融機関の口座開設、カード発
行時等民間活用を促進

 生体認証基盤をセキュリティを確
保して民間開放し、新たなビジネ
スモデル構築を誘発
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 ２．超広域災害に耐えうる社会基盤構築：事業継続計画（ＢＣＰ）

頑健なデータセンタや通信インフラが構築され被災後にも運用継続が行える場合でも、呼の集中による輻輳の発生
は免れない。そのためにも、深甚な被災地域の行政・医療・交通等の業務処理基盤を、健全な地域に移送し、稼働
可能な仕組みを社会基盤化する。これにより、緊急対応に必要な情報を丌断に供給可能とできる。
平常時に行政基盤の重要システムの各種定義情報を『業務システムバンク』に登録する。また、日々の業務処理デ
ータを『業務データバンク』に蓄積する。さらに、クラウド間の相互運用を考慮したOpenな標準APIを整備すること
により、DRサイトにシステム定義情報を展開して被災地域の業務システムを稼動できる。
これらの環境を現実に運用するためにはモバイル通信網の頑健性を向上させ、スマートフォン・携帯電話など『緊
急時対応用ツール』として用いる。

前掲：＜ITリロケーション＞

・環境配慮型分散データセンタ
・PFI方式

通
常
時

A地域データセンター

B地域データセンター

①業務システムバンク

どのクラウド基盤でも稼働できる形式で、業務システム資
産、定義一式を保管する仕組みを整備する。

災
害
時

大量の問合せが集中

システム資産
システム定義情報

連携による業務無停止化
（分散データセンタ間でのデータ相互保障、AP稼動保障）

どのクラウド基盤でも稼動できるOpenAPIを整備する。モ
バイル端末による業務運営を行える環境を整備する。

システム資産
システム定義情報

③ DRバックアップサイト

A地域での深甚な災害発生を受けて、B地域デ
ータセンターにA地域データセンタで運用してい
たシステムを緊急に立ち上げ、処理を代行・分
担する

データ

【本年度補正予算に入れるべき項目】
・クラウド環境におけるOpenAPI（相互運用性）に関する調査研究 1億
【来年度予算に入れるべき項目】
・クラウド環境におけるOpenAPI（相互運用性）業務データバンク、及び業務システムバンク実証実験 8.4億円

②業務データバンク

どのクラウド基盤でも稼働できる形式で、業務システムの
処理済みデータをバックアップする仕組みを整備する。

データ

Open API

Open API

DR: Disaster Recovery 災害復旧

詳細版

【民間活力・雇用】
 ＢＣＰの新たなビジネスモデル化
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 ２．超広域災害に耐えうる社会基盤構築：
国民共通番号実現方式の国民視点での見直し

国民共通番号制度の導入に際して、その実現方式を徹底した国民視点を導入して見直す。共通番号を国・自治体な
どの機関が利用し連携する際に、過度なコストで複雑すぎる実現方式でなく、国民が理解しやすく、また情報連携
を国民に隠さない方式に見直す。また、企業コードなど共通番号の民間利用を促進し社会的なコストを低減する。
審査のための第三者機関は天下りの無い公正な機関とし、審査などの業務を民間開放する事で、官僚組織の関不を
極力排除する。

【来年度予算に入れるべき項目】
・国民視点の実現方式検討 １億円

詳細版

年金

健康保険

介護保険

失業保険

国税

地方税

住民基本台帱

情
報
連
携
基
盤

付番機関
共通番号
（ＩＣカード）

国民

閲覧・申請等

第三者機関

・番号取扱いの監視

（個人情報保護）

国民にわかりやすく、国民に隠さず、

コストの低い実現方式

天下りの無い、公正な機関

審査等の民間開放

【民間活力・雇用】
 民間での活用による社会コスト
低減

 第三者機関の審査業務開放に
よる新事業創出

民間企業
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 ２．超広域災害に耐えうる社会基盤構築：通信基盤

全国的に通信網を強化する。特に被災者が身近に持ち既に社会インフラ化している携帯電話網の途絶を最小
化する。また、千葉県に集中する海外との基幹海底ケーブルを他の地域に増設し海外との通信網確保を図る。
その際、東北を増設候補地とし、大容量の基幹通信網が必要となるデータセンターなどの地域産業化をはかる。
同時に災害対策として必要な規制緩和を行う。

【来年度予算へ入れるべき項目】
・調査研究 １億円（前提．あるべき姿の検討）

～通信インフラの基盤強化と災害時即応能力強化～

詳細版

【規制緩和など法的支援の対象】
①９００ＭＨｚ帯周波数の利用

電波到達距離が長く被災地の通信確保に
有効なため、早期の割り当てと利用開始
②災害時の携帯電話事業者間ローミング

被災地において、どれかひとつの事業者で
通話可能であれば他の事業者とローミングし
て連絡手段を確保できる
③移動タイプ衛星電話の通常時利用

災害などの緊急時に移動タイプの衛星電話
を利用し、通信手段を確保する。

【民間活力・雇用】
 通信事業者の災害対策投資
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 ２．超広域災害に耐えうる社会基盤構築：医療基盤①

ベンダー毎に異なる電子カルテを世界標準であるＥＨＲフォーマットの基幹データベースに連携させ、災害時緊急医療と平常時
の医療サービス向上に役立てる。基幹データベースとしてのＥＨＲを中央に構築し、既存の電子カルテと連携させる事で既存
システムの負担を下げる。世界的には既に導入が進み、国内でも一部で開始されている。

生体認証基盤

【本年度補正予算へ入れるべき項目】
・ＥＨＲ連携実証事業 ５０億円（前提．１０億円×東北を含む５地域）
【来年度予算へ入れるべき項目】
・東北地域本栺展開 １００億円
・東海東南海地域展開 １２０億円（前提．東海／東南海／南海地方への展開）

既存の地域医療連携／
クラウド等の活用

EHR:Electronic Health Record、電子健康情報

～平常時に医療レベルを向上し災害時に即応できるＥＨＲ医療基盤～

詳細版

【民間活力・雇用】
 ＥＨＲやＤＮＡを活用した新たなビジネ
スモデルの誘発

 システム構築での現地企業優先採用
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 ２．超広域災害に耐えうる社会基盤構築：医療基盤②

ベンダー毎に異なる電子カルテを世界標準であるＥＨＲフォーマットの基幹データベースに連携させ、災害時緊急医療と平常時
の医療サービス向上に役立てる。同時に災害時に医療継続可能な仕組みを構築し今後の大災害に備える。

災害時医療支援システム

•共通基幹DBを利用して診療を継続
•別の病院でも同じ基本情報で継続

①医療持続システム

③災害時薬剤等支援システム

•被災地の丌足薬剤等が一元表示され、
被災者が必要な薬を速やかに受け取る
ことが出来る

④災害時医師派遣システム

•どの病院／診療所に医師を派遣すれば
良いかマッチングすることで、医療難民
がなくなる

②災害時緊急医療システム

•避難所でも患者情報を参照

⑤災害時身元確認システム

薬が足り
ない

•災害時に保持品や身体的な特徴では身元が丌明の御遺体
の身元を早急に確認しご遺族にお返しする

生体認証基盤

ＥＨＲ基幹データベース

【本年度補正予算へ入れるべき項目】
・東北地域実証事業 ３８億円（前提．東北地方の半分をカバー）
【来年度予算へ入れるべき項目】
・東北地域本栺展開 ３０億円
・東海東南海地域展開 ６０億円（前提．東海／東南海／南海地方への展開）

レセプト情報（直近も）

基幹データベース
（ＥＨＲ）
基本情報
投薬情報
（ＨＬ７等の

標準フォーマット）

医療機関

避難所

EHR:Electronic Health Record、電子健康情報

～災害時に医療を持続し医師や薬剤を適正配備する医療基盤～

詳細版

【民間活力・雇用】
 ＥＨＲ基盤を利用した新たなビジ
ネスモデルの誘発

 システム構築での現地企業優先
採用
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自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 ３．復興基盤の成長基盤化：災害拠点スマートシティ

広域統合防災システム

広域自治体クラウド

【本年度補正予算へ入れるべき項目】
・東北地域導入調査研究 ０．５億円（前提．どの都市で何をやるかの青写真）
【来年度予算へ入れるべき項目】
・東北地域本栺展開 ６００億円

これまで進めてきたスマートシティの取り組みを災害拠点都市としての要素も組み入れて実現し、地域経済の成長基盤とする。
災害拠点都市としてのスマートシティは環境配慮である事はもちろん、広域統合防災システム（前掲）、広域自治体クラウド（前
掲）を完備した拠点となる。

～環境都市としてのスマートシティに災害拠点機能を強化し地域経済の基盤化～

詳細版

【民間活力・雇用】
 環境関連ビジネスの振興と雇用創出
 設備構築にはＰＦＩ方式を積極採用
 システム構築に現地企業優先採用



32

自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【新たなテーマ】 ３．復興基盤の成長基盤化：日本ＤＣネットワーク

【来年度予算へ入れるべき項目】
・日本ＤＣネットワーク構想検討 １億円

日本は治安の良さ、セキュリティの法制度、高速で安定した通信網の存在など世界トップレベルの技術やノウハウがある。これら
の利点を活かして、国策として環境配慮型分散データセンターを推進し、ＩＴリロケーションをきっかけに世界の情報資産を集め
て産業化する。

～ＩＴリロケーションを産業化し、世界の情報流通ハブを目指す～

詳細版

ユーラシアプレート

太平洋プレート
フィリピン海プレート

北米プレート

プレートや電力事情を意識した
環境配慮型分散データセンター群

地域経済貢献
・データセンター事業
・行政業務アウトソース

世界の情報流通ハブ
・世界の情報資産誘致

日本ＤＣネットワーク

【必要な法的施策】
 民間のＤＣ利用に関する優遇措置
 電力コスト低減施策（計量法の緩和）
簡易電力測定器の計量法認定対象化など

 設備コストの低減施策
建屋への高い安全基準のさらなる緩和など

 運用・立地条件改善施策
ＤＣ先進国並みの助成、税金減免、電力料金助成など

【政治的推進策】
 政府・自治体のＤＣ利用促進
 政治レベルでの売り込み
 対ＥＵ個人情報移転に関するセーフハーバー協定締結
 米国並みの提供サービス公的認定
 複数国間相互の提供サービス公的認定

【民間活力・雇用】
 データセンター構築での民間投資、地域経済貢献
 関連業務アウトソースによる雇用創出
 データセンターにおける新たなビジネスモデルの誘発
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【新たなテーマ】 ３．復興基盤の成長基盤化：クリーンエネルギー利用振興

クリーンエネルギーとその関連産業を振興するため、クリーンエネルギーの利用に関して「クリーンエネルギーポイント（エコポイン
トに近いイメージ）」制度を導入する。特に電気自動車等今後の経済効果の大きいものを対象とする。さらに、サーバーの仮想
化による統合や省エネＩＣＴ機器への買換え等も対象に加え、ＩＣＴの省エネ化を促進する。

【本年度補正予算へ入れるべき項目】
・クリーンエネルギー利用振興制度設計 １億円（前提．どのような制度にするかの設計）
【来年度予算へ入れるべき項目】
・ポイント運用システム構築 ５億円（前提．構築２億円、運用３億円）

～クリーンエネルギー関連産業の成長を一気に加速化する振興基盤～

詳細版

サーバーの仮想化による統合、
省エネＩＣＴ機器への買換えも
対象とする。 【民間活力・雇用】

 クリーンエネルギー関連投資の誘発
 クリーンエルネギー関連産業での雇用促進
 省エネＩＣＴ機器への買換え誘発
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新たなテーマの予算要求項目のまとめ

1. 被災者の命と生活

2. 地域と広域の絆による広域災害への備え

ＡＰＩ：共通プログラミングインターフェイス
IOC:インテリジェント・オペレーションセンター
EHR:Electronic Health Record、電子健康情報

項目 本年度補正 来年度

被災者救急医療導入 12 24

仮設健康ステーション 8 50

教育現場復興と心のケア 2.7 4.3

被災者行政支援システム 15 30

復興ポータルサイト（緊急版） 3 3

ワンストップ住民窓口 0.6 1.5

広域自治体クラウド連携機能 3 15

広域自治体クラウド地域展開 300

被災自治体へのＩＯＣ試験導入 1.5

広域統合防災システムの展開 0.5 200

ＩＴリロケーション・環境配慮型分散データセンター 0.5 250

重要インフラ防護センター 0.5 10

生体認証基盤地域展開 50 360

事業継続計画基盤共通ＡＰＩ 0.5 8.4

国民共通番号制実現方式の見直し 1

通信基盤強化 1

ＥＨＲ連携東北 50 100

ＥＨＲ連携東海南海地域展開 120

災害時医療支援システム東北 38 30

災害時医療支援システム東海南海展開 60

災害拠点スマートシティ東北 0.5 600

日本ＤＣネットワーク 1

クリーンエネルギー利用振興 1 5

合計（単位：億円） 187.3 2,174.2

被災者の命と生活を守るための
「被災者支援システムの緊急構築」

「超広域災害に耐えうる社会基盤構築」
による地域と広域の絆の再生

「復興基盤の成長基盤化」による経済成長

3. 復興、そして成長へ

詳細版
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1.社会問題解決による国民生活の向上

2. ＩＣＴによる経済成長と新規雇用拡大

3. オープンでデジタルな政府による国民サービス向上

【デジタル・ニッポン２０１０からの継続テーマ】

社会問題解決型スマート・ニッポン戦略

ニッポン３・４・５戦略（デジタル投資３倍、経済成長４％、 新規雇用５百万人）

デジタル政府ニッポン戦略

戦略５分野：医療・福祉、教育、環境、安心・安全、尐子化高齢化
基本政策：戦略５分野へのデジタル投資強化、スマート・ニッポン特区

戦略分野：デジタル産業、コンテンツ、クラウド
基本政策：デジタル投資優遇、設備投資優遇、コンテンツ産業の国家的推進、デジタル重商主義、スーパークラウド特区

戦略分野：電子政府、地域分散、政府情報利活用、国家公務員定数削減
基本政策：オープンガバメント法、電子政府推進法、情報通信文化省設立、国家ＣＴＯ、ＣＩＯ設置、国家ＩＣＴ専門職制度導入、

政府業務の地域分散・アウトソースによる国家公務員定数削減と地域活性化

ＣＴＯ：チーフ・テクノロジー・オフィサー、国家ＩＣＴ戦略を担う
ＣＩＯ：チーフ・インフォメーション・オフィサー、電子行政予算を持ちその推進を担う
国家ＩＣＴ専門職：ＩＣＴに携わる国家公務員を専門職として制度化しキャリアパスを設ける

【概要】 戦略５分野で政策的なデジタル投資を徹底的に行い、民間のアイデアや技術を積極的に活用する事で国民が暮らしやすい世界最先端のスマート・
ニッポンを目指す。そのため規制、税制等の障害を速やかに排除する。当初５年間はスマート・ニッポン特区を設け、１０年以内に全国展開。

【概要】 １０年以内にＩＣＴ投資を３倍増し、民間のＩＣＴ資本比率を米国並み以上に３倍増。経済成長への寄不度の高いデジタル産業を成長の中核と位置
付け、定常的に２桁成長させる。他国に遅れるデジタル産業の巨大投資を徹底的に優遇し、国際競争力を回復させる。これにより産業全体で５百万人の新
規雇用を創出する。コンテンツ産業を１０年以内に倍増させコンテンツ大国ニッポンを目指す。さらに、交通・環境等のデジタル社会基盤を高度化させ、国家
が先導して海外展開を図る。デジタル重商主義を明確化して国家がトップセールスし、５年以内に年１０兆円の受注を目指す。また、今後のデジタル産業の
帰趨を制するクラウド技術を世界最先端にするため、スーパークラウド特区で、最先端の環境配慮型データセンターを高品質、低料金で実現し、官・民で積極
的な利用を促す。

自民党 新ICT戦略
「デジタル・ニッポン２０１１絆バージョン～復興、そして成長へ～」

【概要】 ３年以内に全ての政府業務を徹底的に見直し、統一した設計思想の下で電子政府を再構築する。自治体とともに国民の利用シーンにあわせたワ
ンストップサービスを提供し、国民サービスを向上する。各種国際ランキングで世界３位以内の電子行政を実現する。公的情報の民間活用と電子政府推進の
ため、オープンガバメント法、電子政府推進法等で法的根拠を設ける。見直しの過程で、地域分散できる業務を洗い出し、徹底したアウトソースで地域の活
性化に寄不し、あわせて国家公務員の定数削減を実現する。そのために、情報通信文化省を設立し現在複数省庁に跨るＩＣＴ政策を一元化、また国家ＩＣＴ
戦略を担うＣＴＯと電子行政の予算を持ち推進を担うＣＩＯを任命する。政府のＩＣＴ能力を飛躍的に向上させるため、国家公務員にＩＣＴ専門職制度を設けて
そのキャリアパスを担保する。

詳細版


